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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年12月期第１四半期 15,079 11.3 600 331.3 883 68.2 1,054 －

2024年12月期第１四半期 13,544 2.6 139 － 525 349.3 25 △50.1

（注）包括利益 2025年12月期第１四半期 △98百万円 （－） 2024年12月期第１四半期 2,537百万円 （966.7％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年12月期第１四半期 105.90 105.82

2024年12月期第１四半期 2.61 2.61

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年12月期第１四半期 73,832 45,345 61.0

2024年12月期 76,805 46,131 59.7

（参考）自己資本 2025年12月期第１四半期 45,049百万円 2024年12月期 45,851百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年12月期 － 0.00 － 70.00 70.00

2025年12月期 －

2025年12月期（予想） 0.00 － 80.00 80.00

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 32,000 7.7 1,100 39.6 1,500 6.1 1,600 △30.0 160.75

通期 66,000 5.5 2,900 69.2 3,400 37.8 2,900 △2.8 291.36

１．2025年12月期第１四半期の連結業績（2025年１月１日～2025年３月31日）

（注）2025年12月期第１四半期連結累計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、2024年12
月期第１四半期に係る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

（２）連結財政状態

（注）2025年12月期第１四半期連結累計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、2024年12
月期に係る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2025年12月期の連結業績予想（2025年１月１日～2025年12月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

対前期増減率および対前年同四半期増減率は、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定にともない遡及修正が行わ

れたため、遡及修正後の前期数値と比較して記載しております。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年12月期１Ｑ 10,322,591株 2024年12月期 10,322,591株

②  期末自己株式数 2025年12月期１Ｑ 369,204株 2024年12月期 369,111株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2025年12月期１Ｑ 9,953,445株 2024年12月期１Ｑ 9,944,505株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

新規      －社  （社名）                        、除外      －社  （社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（注）詳細は、添付資料の８ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記 （３）四半期連結財務諸表に関する

注記事項 （会計方針の変更に関する注記）」をご参照願います。

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記の業績予想に関する事項につきましては添

付資料の３ページ「１．経営成績等の概況 （３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご参照願いま

す。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

　当第１四半期連結累計期間において、Vietnam TKT Plastic Packaging Joint Stock Companyの企業結合に係る

暫定的な会計処理の確定を行っており、前第１四半期連結累計期間については暫定的な会計処理の確定による取得

原価の当初配分額の見直しを反映しております。詳細は「２．四半期連結財務諸表及び主な注記 （３）四半期連

結財務諸表に関する注記事項 （セグメント情報等の注記）」をご参照ください。

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調を維持しているものの弱さがみられます。

エネルギーや食料品の価格上昇により物価は高水準で推移して家計への負担が継続しており、また米国における通

商政策の見直し、いわゆる「トランプ関税」により、我が国の輸出環境には不透明感が強まっております。加え

て、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化による混乱は、引き続き企業活動に影響を及ぼしています。こうした国

内外のリスク要因を背景に、依然として不確実性の高い状況が続いております。

　このような状況下、当社グループの当第１四半期連結累計期間における売上高は150億79百万円（前年同期比

111.3％）、営業利益６億円（前年同期比431.3％）、経常利益８億83百万円（前年同期比168.2％）および親会社

株主に帰属する四半期純利益10億54百万円（前年同期比4,065.4％）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。なお、セグメント業績の金額には、セグメント間取引が含まれてお

ります。

包装材関連事業

　段ボール業界の国内生産動向は、１－３月累計数量（速報値）では前年比100.1％と、安定した需要状況を維持

しました。

　こうした中、当社グループの国内販売は安定した受注量を維持し段ボール業界の平均を上回り前年比101.5％の

販売量となりました。

　収益面においては、生産数量を維持しつつ人件費および運搬費の高騰に対応するために進めた製品価格の改定の

効果に加え、生産性改善による経費上昇の抑制を継続したことにより増益となりました。

　海外事業は、2024年３月に株式を取得したVietnam TKT Plastic Packaging Joint Stock Companyの売上が計上

されました。

　以上により、包装材関連事業の売上高は158億31百万円（前年同期比111.1％）、セグメント利益（営業利益）は

６億54百万円（前年同期比474.0％）となりました。

不動産賃貸事業

　当セグメントにおきましては、売上高は97百万円（前年同期比108.1％）、セグメント利益（営業利益）は80百

万円（前年同期比107.6％）となりました。

（２）当四半期の財政状況の概況

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ29億72百万円減少し738億32百万円と

なりました。これは、主に前連結会計年度末に比べ売上債権が減少したことおよび投資有価証券の時価評価により

含み益が減少したことなどによるものであります。

　当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ21億86百万円減少し284億87百万円とな

りました。これは、主に短期借入金を返済したことによる減少および仕入債務が減少したことなどによるものであ

ります。

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ７億85百万円減少し453億45百万円と

なりました。これは、主に親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による増加があったものの、配当金の支払

い、為替変動の影響による為替換算調整勘定の減少などがそれを上回ったことによるものであります。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　日本経済は引き続き緩やかな回復が期待されるものの、米中の通商摩擦、為替の変動、原材料価格の上昇、人手

不足等のリスク要因が存在し不透明な状況が続くものと見込まれます。

　このような環境下、当社グループは2024年から2026年の３ヶ年を対象とした中期経営計画を策定しております。

　2024年から2026年の中期経営計画では、企業価値向上を実現するため「成長戦略」に重点を置き、取り組みを進

めてまいります。

　なお、中期経営計画の詳細につきましては、2024年２月８日に公表しております「中期経営計画策定に関するお

知らせ」に記載の以下のＵＲＬよりご確認ください。

　https://ssl4.eir-parts.net/doc/3947/ir_material_for_fiscal_ym/149302/00.pdf

　また、2025年２月７日に公表しておりました業績予想につきましては、2025年５月12日に「業績予想の修正に関

するお知らせ」を公表しておりますのでご参照願います。

　配当予想につきましては、通期の業績予想等を鑑み2025年２月７日に公表しております１株当たり80円予想を据

え置いております。
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,921,357 4,594,697

受取手形及び売掛金 18,612,769 16,325,303

商品及び製品 1,105,479 1,210,099

仕掛品 454,077 476,523

原材料及び貯蔵品 2,179,957 2,247,271

その他 1,290,001 945,066

貸倒引当金 △59,012 △88,859

流動資産合計 27,504,632 25,710,102

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 20,089,899 19,958,269

減価償却累計額 △13,627,452 △13,683,699

建物及び構築物（純額） 6,462,447 6,274,569

機械装置及び運搬具 32,910,839 32,836,113

減価償却累計額 △25,645,659 △25,609,959

機械装置及び運搬具（純額） 7,265,180 7,226,153

土地 9,222,092 9,207,058

その他 5,312,026 5,389,971

減価償却累計額 △3,839,590 △3,883,075

その他（純額） 1,472,435 1,506,896

有形固定資産合計 24,422,155 24,214,678

無形固定資産

のれん 1,830,536 1,679,395

顧客関連資産 778,272 716,439

その他 354,247 347,262

無形固定資産合計 2,963,056 2,743,097

投資その他の資産

投資有価証券 21,481,996 20,720,875

繰延税金資産 73,147 99,297

その他 387,076 371,827

貸倒引当金 △26,958 △26,958

投資その他の資産合計 21,915,262 21,165,042

固定資産合計 49,300,475 48,122,818

資産合計 76,805,107 73,832,921

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,475,939 12,088,465

電子記録債務 2,889,509 2,613,049

短期借入金 3,555,963 2,130,373

１年内返済予定の長期借入金 10,303 3,734

未払法人税等 657,819 585,555

賞与引当金 439,344 758,136

その他 3,699,023 3,469,567

流動負債合計 23,727,903 21,648,881

固定負債

繰延税金負債 4,095,298 3,962,157

退職給付に係る負債 2,502,918 2,524,409

その他 347,461 351,709

固定負債合計 6,945,678 6,838,275

負債合計 30,673,581 28,487,157

純資産の部

株主資本

資本金 4,000,000 4,000,000

資本剰余金 16,986,679 16,986,679

利益剰余金 14,872,243 15,229,525

自己株式 △813,347 △813,518

株主資本合計 35,045,575 35,402,687

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 9,679,190 9,227,018

為替換算調整勘定 1,048,040 343,120

退職給付に係る調整累計額 78,588 77,137

その他の包括利益累計額合計 10,805,819 9,647,275

新株予約権 8,370 8,370

非支配株主持分 271,760 287,430

純資産合計 46,131,525 45,345,763

負債純資産合計 76,805,107 73,832,921
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(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年１月１日

　至　2025年３月31日)

売上高 13,544,499 15,079,812

売上原価 11,126,847 12,045,100

売上総利益 2,417,651 3,034,712

販売費及び一般管理費 2,278,414 2,434,131

営業利益 139,236 600,580

営業外収益

受取利息 7,514 9,357

受取配当金 198,514 274,656

為替差益 67,683 －

助成金収入 101,847 －

雑収入 31,985 48,042

営業外収益合計 407,546 332,055

営業外費用

支払利息 12,132 32,265

為替差損 － 1,063

固定資産除却損 6,369 3,703

雑損失 2,997 12,206

営業外費用合計 21,499 49,238

経常利益 525,283 883,397

特別利益

投資有価証券売却益 － 852,780

特別利益合計 － 852,780

特別損失

投資有価証券売却損 － 1,271

投資有価証券評価損 4,032 158,426

支払経済補償金 254,099 －

特別損失合計 258,131 159,698

税金等調整前四半期純利益 267,151 1,576,478

法人税、住民税及び事業税 263,237 559,809

法人税等調整額 △27,789 △42,814

法人税等合計 235,447 516,994

四半期純利益 31,704 1,059,483

非支配株主に帰属する四半期純利益 5,777 5,458

親会社株主に帰属する四半期純利益 25,926 1,054,025

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年１月１日

　至　2025年３月31日)

四半期純利益 31,704 1,059,483

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,363,699 △451,952

為替換算調整勘定 149,428 △704,920

退職給付に係る調整額 △7,208 △1,450

その他の包括利益合計 2,505,919 △1,158,324

四半期包括利益 2,537,623 △98,840

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,531,608 △104,517

非支配株主に係る四半期包括利益 6,014 5,677

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱いおよび「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っております。なお、この変更による四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却にともない生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務

諸表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期

首から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期および前連結会計年度については

遡及適用後の四半期連結財務諸表および連結財務諸表となっております。なお、この変更による前年四半期の四

半期連結財務諸表および前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）３

包装材関連事
業（注）２

不動産
賃貸事業

計

売上高

（１）外部顧客への売上高 13,463,451 81,048 13,544,499 － 13,544,499

（２）セグメント間の内部

売上高又は振替高
792,007 9,180 801,187 △801,187 －

計 14,255,458 90,228 14,345,686 △801,187 13,544,499

セグメント利益 138,134 74,449 212,583 △73,346 139,236

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）３

包装材関連事
業（注）２

不動産
賃貸事業

計

売上高

（１）外部顧客への売上高 14,991,415 88,397 15,079,812 － 15,079,812

（２）セグメント間の内部

売上高又は振替高
840,116 9,180 849,296 △849,296 －

計 15,831,532 97,577 15,929,109 △849,296 15,079,812

セグメント利益 654,807 80,115 734,923 △134,342 600,580

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2024年１月１日　至　2024年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（注）１　調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△73,346千円には、主に事業セグメント間取引消去3,650千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△76,178千円および未実現利益消去206千円が含まれておりま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　包装材関連事業におけるセグメント間の内部売上高又は振替高は、包装材関連事業内における事業

セグメント間の取引であります。

３　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2025年１月１日　至　2025年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（注）１　調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△134,342千円には、主に事業セグメント間取引消去3,454千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△135,921千円および未実現利益消去△851千円が含まれており

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　包装材関連事業におけるセグメント間の内部売上高又は振替高は、包装材関連事業内における事業

セグメント間の取引であります。

３　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　2024年３月８日（みなし取得日2024年３月31日）に行われたVietnam TKT Plastic Packaging Joint 

Stock Companyとの企業結合について、前連結会計年度において暫定的な会計処理を行っておりました

が、当第１四半期連結累計期間に確定しております。

　この結果、前連結会計年度において暫定的に算出されたのれんの金額2,473,112千円は、会計処理の

確定により790,399千円減少し1,682,713千円となっております。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間
（自  2024年１月１日

至  2024年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2025年１月１日

至  2025年３月31日）

減価償却費 469,459千円 527,463千円

のれんの償却額 15,319 55,586

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産にかかる償却費を含む。）およびのれんの償却額は

次のとおりであります。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年５月13日

ダイナパック株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

名古屋事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 北岡　宏仁

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 近藤　巨樹

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているダイナパック株式会社の2025年1月1日から2025年12月

31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2025年1月1日から2025年3月31日まで）及び第1四半期連結累計期間

（2025年1月1日から2025年3月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所及び株式会社名

古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務

諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項並

びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4

条第1項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表

等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、
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（注）１　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータ及びＨＴＭＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所及び

株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項並びに我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用

されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業

の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結

財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第4条第1項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されて

いないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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